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第一部 【企業情報】 
第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま
せん。 

２ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないので記載しておりません。 
 ４ 第19期の１株当たり配当額には、上場記念配当5,000円を含んでおります。 
５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、転換社債等潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 
６ 第20期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

７ 第20期の１株当たり純資産額は、前期と同じ方法により算出した場合は、313,438円24銭です。 
８ 第20期の１株当たり当期純利益は、前期と同じ方法により算出した場合は、53,784円57銭です。 

    ９ 上記期間中、第19期及び第20期財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき新日本監査法人の監査を受
けており、第21期及び第22期の財務諸表については証券取引法第193条の２の規定に基づきあずさ監査法人の監査を受けて
おります。 

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

営業収益 (千円) 1,665,348 1,870,182 2,191,185 2,452,091 2,745,306 

経常利益 (千円) 400,856 468,165 660,036 805,660 946,852 

当期純利益 (千円) 219,274 243,644 360,536 463,238 578,982 

持分法を適用した 

場合の投資利益 
(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 517,750 517,750 517,750 517,750 517,750 

発行済株式総数 (株) 4,530 4,530 4,530 4,530 4,530 

純資産額 (千円) 1,311,878 1,419,875 1,652,691 1,924,789 2,245,895 

総資産額 (千円) 1,700,702 1,921,839 2,282,641 2,647,003 3,205,861 

１株当たり純資産額 (円) 289,597.93 309,243.98 360,638.27 420,704.10 490,263.83 

１株当たり配当額 

(内１株当たり 

中間配当額) 

(円) 

(円) 

24,000.00 

(8,250.00)

22,000.00 

(10,000.00)

32,000.00 

(12,000.00)

45,000.00 

(18,000.00)

55,000.00 

(25,000.00)

１株当たり当期純利益 (円) 52,096.53 49,590.31 75,394.29 98,065.82 122,291.98 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 77.1 73.9 72.4 72.7 70.1 

自己資本利益率 (％) 19.6 17.8 23.5 25.9 27.8 

株価収益率 (倍) 7.9 10.3 16.6 16.6 25.4 

配当性向 (％) 47.7 44.4 42.4 45.9 45.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 282,071 317,806 477,374 573,601 663,809 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △30,507 △72,293 △42,310 △77,473 △304,316 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 173,971 △116,647 △108,720 △172,140 △235,560 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(千円) 1,204,918 1,333,784 1,660,128 1,984,115 2,108,049 

従業員数 

(ほか、平均臨時 

雇用者数) 

(名) 
43 

(13)

45 

(12)

46 

(13)

42 

(14)

41 

(15)



  当社の登記上の名称は、平成15年６月以前までは株式会社センチュリートウエンテイワン・ジャパンでありましたが、トウエン

テイワンを21と表示しております。 

２ 【沿革】 

昭和58年６月  伊藤忠商事株式会社が米国のセンチュリー21・リアルエステートコーポレーションとサブフランチャイズ契約

調印(契約期間25年間)。 

昭和58年10月  東京都港区赤坂に株式会社センチュリー21を設立(資本金250,000千円)、不動産仲介フランチャイズビジネスを

開始。 

昭和58年11月  株式会社センチュリー21・ジャパンに商号変更並びに親会社からサブフランチャイズ権を譲り受ける。 

昭和59年６月  マネージメント アカデミー・２＆１研修開始。 

昭和59年７月  首都圏において、加盟店数12店舗にてグランドオープン。 

昭和59年９月  第１回増資150,000千円を実施し、資本金400,000千円とする。 

昭和60年１月  オープンハウス研修開始。 

昭和60年２月  不動産基礎知識研修開始。 

昭和62年７月  財団法人日本フランチャイズチェーン協会のサービス業に加入。 

昭和63年５月  センチュリー21・リアルエステートコーポレーションとのサブフランチャイズ契約の期間を“永久”に延長す

る。 

平成２年５月  大阪市中央区久太郎町に大阪支店を開設。 

平成３年４月  マナー研修開始。 

平成３年５月  税金セミナー研修開始。 

平成４年９月  賃貸入門研修開始。 

平成４年12月  賃貸管理研修開始。 

平成６年４月  営業３大実務(査定、税金、ローン)研修開始。 

平成６年10月  東京都港区北青山(現本社所在地)に本社移転。 

平成７年４月  倶楽部21研修開始。 

平成７年６月  センチュリー21・リアルエステートコーポレーションは米国のサービス業コングロマリットであるエイチ・エ

フ・エスインコーポレイテットの傘下に入った(エイチ・エフ・エスインコーポレイテットは平成９年シー・ユ

ー・シーインターナショナルと合併し現在はセンダントコーポレーションとなっております)。 

        賃貸仲介研修開始。 

平成９年４月  輸入住宅の導入を開始。 

平成９年９月  ２＆１グレードアップ研修開始。 

平成11年２月  名古屋市中区錦に名古屋支店を開設。 

平成11年３月  従業員持株会に第三者割当増資を実施し、資本金403,000千円とする。 

平成11年７月  賃貸仕入研修開始。 

平成12年１月  センチュリー21全国加盟店評議会(NBCC)発足。 

平成12年３月  レジデンシャル アドバイザー研修開始。 

平成12年10月  賃貸版クラブセンチュリオンの業務を開始。 

平成13年３月  加盟契約店数が400店舗突破。 

平成13年11月  日本証券業協会に店頭登録。 

平成14年10月  トップマネジメント研修、ＩＴ利用による新営業支援システム研修開始。 

平成15年２月  スーパー賃貸の業務を開始。 

平成15年７月  登記社名を株式会社センチュリートウエンテイワン・ジャパンから株式会社センチュリー21・ジャパンに変

更。 

平成15年10月  売買版クラブセンチュリオンの業務を開始。 

平成16年２月  福岡市博多区博多駅前に九州支店を開設。 

平成16年12月  株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年３月  加盟契約店数が600店舗突破。 

平成17年９月  従来センチュリー共済会が行ってきたスーパー賃貸業務を当社の賃貸物件向け総合サ－ビスに移管。 
 



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、伊藤忠商事㈱(親会社)で構成されています。 

伊藤忠商事㈱は多様な機能と世界80カ国以上におよぶ広範なネットワークをもち、トレーディングをはじめとし金

融関連事業、事業投資など幅広いビジネス活動を展開しています。 

当社は、不動産仲介業のフランチャイズ システム(センチュリー21)を日本において展開しているフランチャイザー

(チェーン主)であります。事業内容は、米国デラウェア州法人センチュリー21・リアルエステートコーポレーション

(国際本部)が開発した「センチュリー21マーク等」及び「センチュリー21システム」をフランチャイジー(加盟店)に

提供することであり、その対価として、加盟金、更新料、サービスフィーを受け取っております。具体的には、フラ

ンチャイザーとして、店舗ネットワークの拡充(下記①)と業務支援サービス(下記②～⑥)を行っております。 

①フランチャイズ加盟店の募集 

②フランチャイズ加盟店の経営者、管理者並びに営業マンに対する教育・研修 

③各種情報システムの提供 

④テレビコマーシャル等の共同広告の実施 

⑤加盟店及び加盟店の顧客に対する金融・保険サービスの斡旋 

⑥加盟店をバックアップするための各種サービス業務の実施 

事業の系統図 

  

 

  

  

(注) １ センチュリー21・リアルエステートコーポレーション(国際本部)は米国のサービス業コングロマリットであ
るエイチ・エフ・エス インコーポレイテットの傘下に入り、平成９年エイチ・エフ・エス インコーポレイ
テットはシー・ユー・シーインターナショナルと合併し、現在はセンダントコーポレーションとなっており
ます。 



２ 広告基金は当社と全加盟店の共同拠出によるフランチャイズ契約上の基金であります。同基金に対する拠出

金は当社が加盟店から受領するサービスフィー収入の10％相当額(当該拠出金は当社の損益計算書上、発生主

義に基づき営業原価に計上しております。)、加盟店が月額10万円(加盟時に一時金30万円、４か月目から毎

月10万円)であり、平成18年３月期の総額は現金ベースで953百万円(当社236百万円、加盟店717百万円)とな

っております。同基金は“センチュリー21”の一般的知名度向上を目的に全加盟店の共同の利益のためにの

み実施される広告・広報活動等に使用され、繰越金(余剰金)が発生しないよう当年度中に費消する方針で運

営されております。なお、当社は善管注意義務のある管理者として、拠出金を徴収し、広告・広報活動等だ

けに同基金を使用する義務を負っており、その使用明細を示した現金収支計算書を国際本部及び全加盟店向

けに毎期報告しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) 有価証券報告書を提出しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（平成18年３月31日現在） 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 括弧内の数字は臨時従業員数であり年間の平均人員を外数で記載しております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社では、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(親会社)         

伊藤忠商事株式会社 (注) 東京都港区 202,241 総合商社 ― 55.3 
不動産・建設業界に関する
情報の当社への提供と助言 
役員の兼任 ４名 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

41 
(15) 

44.2 6.6 6,658,660 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期の我が国経済は、バブル崩壊後の長い低迷を抜け出し、新たな成長軌道に入ろうとする兆候が見えて

まいりました。景気回復のすそ野は全国各地に広がり、15年ぶりに産業天気図は小雨以下の業種がゼロにな

ったと報道されています。雇用回復や所得増加で個人消費が勢いづき、企業の設備投資とからみあってきま

した。 

一方、不動産業界に目を転じますと、今年３月に発表された平成18年１月１日時点の公示地価は３大都市

圏を中心に上昇に転じている箇所が増えてまいりました。全国平均は未だマイナスを記録していますが下げ

幅は少なくなってきました。しかしながら平成17年は構造計算偽装問題やアスベスト問題という非常に大き

な出来事が生じ、当業界にとってはまさに一大変革を求められる状況となりました。 

  

上記のような経済・社会環境のもと、当社は中堅規模の不動産会社に対し、センチュリー21という確かな

ブランド力や経営者、営業マン向けの卓越した教育・研修並びに先進の情報化システムを提供してまいりま

した。 

  

当期中に加盟店数は74店舗増加して、平成18年３月末時点の加盟店数は680店舗になりました。（内訳：

首都圏405店、関西圏204店、中部圏35店、九州圏36店）また、売買部門の取扱物件単価は全国平均でほぼ前

年並みに留まりましたが、成約件数は前年と比較して売買部門が111%、賃貸部門が103%と増えております。

物件単価が横ばい状態の中で個々の加盟店の日々の努力の結果、取扱件数を増やすことが出来ました。 

その結果、営業収益は2,745百万円（前期比12.0%増）、経常利益は946百万円（同17.5%増）、当期純利益

は578百万円（同25.0%増）を計上することができました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、高水準であった税引前当期純利益

により、前事業年度末に比べ123万円増加(6.2%増)し、当事業度末には2,108百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動による資金は、663百万円（前期比90百万円増）の増加となりました。これ

は、主として税引前当期純利益の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度における投資活動による資金は、304百万円（同226百万円減）の減少となりました。これは、

主として投資有価証券の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動による資金は、235百万円（同63百万円減）の減少となりました。これは、す

べて配当金の支出によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）における加盟店数を地域別に示す 

と、次の通りであります。                         （単位：店） 

  

  

(注) 1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. 上記サービスフィー収入に対する全加盟店の平成18年３月期地区別総取扱高、総取扱件数および総受取 

  手数料は、以下の通りであります。 

  

(単位：千円／件) 

  

地域別 新規加盟店数 退店(解約)数 期末加盟店数 前年同期比(％) 

首都圏 ５５ ２２ ４０５ １０８．９ 

関西圏 ３８ ６ ２０４ １１８．６ 

中部圏 ５ １ ３５ １１２．９ 

九州圏  ６ １ ３６ １１６．１ 

合 計 １０４ ３０ ６８０ １１２．２ 

    
(単

 地域別 
サービスフ
ィー 

前年同期比 加盟金
前年同期
比 

手数料 
前年同期
比 

営業収益
合計 

首都圏 1,667,735 107.0% 142,100 110.1% 160,351 134.2% 1,970,18

関西圏   495,821 117.3% 85,000 102.3% 27,607 208.7% 608,42

中部圏  94,666 140.3% 8,590  60.1% 6,631 198.5% 109,88

九州圏    42,667 161.2%  8,250  61.1%   5,884 440.4%   56,80

合計 2,300,890 110.9% 243,940 101.7% 200,475 145.9% 2,745,30

  
首都圏 関西圏 中部圏 九州圏 合計 

総取扱高 432,487,142 130,845,237 29,828,058      9,733,706 602,894,144 

総取扱件数 198,153 34,255 5,942          5,237 243,587 

総受取手数料 27,343,681 8,009,049 1,512,382         629,969 37,495,082 



３ 【対処すべき課題】 

     当社が今後中長期的戦略を実行して行く為に対処すべき課題としては、下記の事項を考えております。 

  ① 更なる加盟店ネットワーク規模の拡大（加盟店の積極的募集活動）。 

  ② 加盟店の業務支援サービス（特に教育・研修）の拡充と向上。 

  ③ お客様の利便性を追及して物件情報開示システム等の IT化の更なる促進。 

④ 各種広告、広報活動を通じたセンチュリー21ブランドイメージの更なる向上とブランドイメージに見合っ

たお客様の現場での利用意向度向上。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。 

 なお、文中における将来の事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月22日）現在において当社が判断し

たものであります。 

  

（1）業績の変動要因 

当社は収益の源泉である営業収益のほぼ全てを加盟店から受け取る歩合制のサービスフィー収入と新

規加盟時の加盟金並びに５年毎の契約更新時の更新料を含む加盟金に依存しております。従いまして、

当社の営業収益は直接的には加盟店数と１店当たりサービスフィー収入に左右されることになります。

しかしながら、１店当たりサービスフィー収入につきましては中古住宅流通市場を中心とした不動産市

況、地価動向、金利水準、住宅税制、大手不動産仲介業者との競争など外部環境の影響を受ける可能性

があります。 

  

（2）フランチャイズ展開 

現在、首都圏、関西圏、中部圏及び九州圏においてセンチュリー21フランチャイズシステムを運営し

ております。基本方針としては、経営者の事業意欲及び適格性、周辺地域の市場性などを十分に審査

し、加盟を認める厳選主義を採っております。しかし、今後は業績が低水準に止まっている既存加盟店

については新規加盟店と入れ替える政策も促進していく考えであります。上記の地域内においても、ま

た、これら以外の地域においても、センチュリー21フランチャイズシステムの展開運営余地は、未だ多

くあるものと考えておりますが、首都圏の一部地域など既存加盟店との距離制限（400メートルルール）

に制約されたり、新規加盟にあたって近接する既存加盟店との調整が必要な場合もあり、店舗展開が必

ずしも当社の計画どおりに進まない可能性があります。 

  



（3）加盟店が受ける法規制 

不動産取引については、「宅地建物取引業法」、「国土利用計画法」、「都市計画法」、「建築基準

法」などの規制があります。当社の加盟店は不動産仲介業者としてそれらの規制を受けており、「宅地

建物取引業法」に基づく免許を取得して不動産の売買または賃貸の仲介、受託販売等の業務を行ってお

ります。 

   当社では新規加盟にあたって宅地建物取引業法の違反履歴や経営者の風評を含めた適格性を審査して

いるほか、当社内に「お客様相談室」を設置して、顧客クレームに直接対応するなど加盟店の法令遵守

及び是正指導に十分留意しております。しかし、一部の加盟店における法令違反や顧客クレーム等がセ

ンチュリー21グループ全体の信用やイメージを損なうような事態に発展した場合、当社の経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) サブフランチャイズ契約 

  

(注) 国際本部とは センチュリー21・リアルエステートコーポレーションのことであり、日本本部あるいはサブフランチャイザー

は当社のことであります。 

  

(2) センチュリー21フランチャイズ契約 

  

  

相手方の名称 国名 契約内容 契約期間 

センチュリー21・リア

ルエステート コーポ

レーション 

米国 

センチュリー21の名称を含む商標サービスマーク(以下これらを総

称して「センチュリー21マーク等」という。)及び国際本部が開発

した不動産市場において、より効果的に競争出来るように考案さ

れた戦略、手順及び手法を含む、独立経営の不動産業店舗の販売

促進並びに助力となるようなシステム(以下「センチュリー21シス

テム」という。)の再使用許諾権。 

  

・テリトリー 

サブフランチャイザーにライセンスされる独占的地域は、日本国

とする。 

・サービス料金 

サブフランチャイザーが201以上1,000以下のフランチャイジーを

有している期間中、サブフランチャイザーの総収入の10％。 

永久 

契約の当事者 契約内容 契約期間 

当社 

(日本本部) 

及び 

加盟店 

・フランチャイズの許諾 

 「日本本部」は「加盟店」に対し、「センチュリー21マーク等」又は「センチュ

リー21システム」の非独占的使用権を許諾し、「加盟店」はこれを受託する。 

・更新契約、更新料 

 本契約有効期間満了の180日前から90日迄に契約更新をしたい旨の通知を書面にて

「日本本部」に送付すること。 

 更に５年間の本契約更新を決定した場合には、更新時点における新規加盟金の

10％相当額を更新料として「日本本部」に現金にて支払わなければならない。 

・加盟金 

 本契約の締結と同時に、「加盟店」は加盟金として下記金額を「日本本部」が指

定する銀行口座に現金にて支払う。 

  首都圏  300万円  関西圏  250万円  中部圏  200万円 

  九州圏  150万円（税抜き） 

  (但し、支店契約に関しては上記加盟金の２分の１相当額) 

・サービスフィー 

 本契約有効期間中に加盟店が以下の取引により受領する総売上高(不動産仲介手数

料等)の６％相当額または、加盟店が自ら売主となり販売したマンション・戸建住宅

等の売買代金の0.36％相当額を「日本本部」が指定する銀行口座に当月月末締めで

当月分から最低保証額を調整した金額を翌月4日までに、現金にて支払う。 

  ① 宅地建物取引業免許が必要な全ての取引 

  ② 建築請負、企画、設計の取引 

  ③ 宅地以外の土地、建築物及び工作物の売買、賃貸借、交換又は贈与等全て

の処分を含む全ての取引 

  ④ 「センチュリー21マーク等」又は「センチュリー21システム」を使用する

全ての取引 

・広告基金分担金    月額 10万円(税抜き) 

 公共的広告宣伝・市場調査の費用 

５年 



６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月22日）現在において当社が判断し

たものであります。 

  

（1）今期の経営成績 

営業収益は、物件単価が横這いの中、取扱件数が増加しサービスフィー収入は2,300百万円で前年同期

比10.9%増、加盟金収入は、当期中に74店舗増加して243百万円で同1.7%増、その他手数料が200百万円で

同45.9%増となり全体では2,745百万円となり同12.0%増となりました。一方、販売費及び一般管理費は主

として人件費、名古屋支店及び九州支店の移転に伴う費用が増加しましたので1,131百万円となり同7.1%

増となりました。その結果、営業利益は855百万円で同15.8%増、経常利益は946百万円で同17.5%増、当

期純利益は578百万円で同25.0%増となりました。 

  

（2）流動性及び資金の源泉 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、663百万円（前年同期比90百万円増）の増加となりました。

これは、主として税引前当期純利益の増加によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、304百万円（同226百万円減）の減少となりました。これ

は、主として投資有価証券の取得によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、235百万円（同63百万円減）の減少となりました。これは、

すべて配当金の支出によるものであります。 

  

（3）今後の方針 

当社の事業は「センチュリー21ネットワーク規模の拡大（加盟店募集業務）」と「加盟店業績向上の

為の業務支援サービス（教育・研修など）」に大別され、これらの事業を両輪として業務拡大に努めて

行く所存であります。具体的には、平成22年度までに、加盟店ネットワークを1,000店舗体制、加盟店営

業員数を10,000名、加盟店営業員一人当たり売上高を現在より４割アップさせることを目指しておりま

す。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度につきましては、総額40,693千円の設備投資を行いました。 

 その主なものとしては、九州支店の移転に伴う費用で13,056千円、名古屋支店の移転に伴う費用で3,412千

円、Ｅラーニング開発費用で7,775千円を支出いたしました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

（平成18年３月31日現在） 

(注) １ ソフトウエアにつきましては事業所別に区分が不可能なため、本社に一括して計上しております。 

２ 賃借している事務所の概要は以下の通りであります。 

  

３ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。 

  

(注) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の内容 

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名) 建物附属 

設備 
車両 
運搬具 

工具器具
備品 

有形固定
資産合計 

ソフト
ウエア 

電話
加入権 

固定資産 
合計 

本社 
(東京都港区) 

(注)１ 

会社統括業務及び 
営業活動業務 

26,328 3,266 14,029 43,623 46,034 1,893 91,552 27

大阪支店 
(大阪市中央区) 

営業活動業務 7,405 - 2,856 10,262 - 72 10,334 8

名古屋支店 
(名古屋市中区) 

営業活動業務 6,027 105 2,073 8,205 - - 8,205 4

九州支店 
(福岡市博多区) 

営業活動業務 12,965 - 3,503 16,469 - - 16,469 2

合計 52,727 3,371 22,462 78,561 46,034 1,966 126,562 41

事業所名 賃借先 専有面積 

本社 吉川合名会社 642.75㎡

大阪支店 株式会社ＴＡＫリアルティ 228.64㎡

名古屋支店 伊藤忠商事株式会社 160.23㎡

九州支店 星光ビル管理株式会社 107.23㎡

名称 数量 リース期間 年間リース料 リース契約残高 

サーバー(注) 一式 ６年 439千円 500千円

プリンター(注) 一式 ６年 1,027千円 1,170千円



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

今後につきましても自己資金によりＩＴ関連投資を継続して行い、ハードウェアとソフトウ 

エアの購入(一部はリース)に毎年約100百万円のＩＴ関連投資(維持費用含む)を計画しております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 10,000 

計 10,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,530 4,530 
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 4,530 4,530 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 有償一般募集(ブックビルディング方式)  発行価格  600,000円 

                    引受価額  564,000円 

                    発行価額  459,000円 

                    資本組入額 229,500円 

  

(4) 【所有者別状況】 

（平成18年３月31日現在） 

（注）上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が1,552株含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

  
平成13年11月21日 

  
500 4,530 114,750 517,750 167,250 168,570 

区分 

株式の状況 

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

- 11 5 115 3 1 442 577 ― 

所有株式数 
(株) 

- 516 44 3,008 31 4 927 4,530 ― 

所有株式数 
の割合(％) 

- 11.38 0.97 66.42 0.68 0.09 20.46 100.00 ― 



(5) 【大株主の状況】 

（平成18年３月31日現在） 

(注) 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 東京都港区北青山２－５－１ 2,504 55.28 

株 式 会 社 ク リ ー ド 東京都千代田区霞ヶ関３－２－５ 299 6.60 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 120 2.65 

岡 本 征 三 神奈川県横浜市港北区篠原台町 92 2.03 

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－３３ 80 1.77 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 80 1.77 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－２６－１ 80 1.77 

田 辺 幸 子 東京都大田区上池台 51 1.13 

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内１－３－３ 50 1.10 

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 48 1.06 

計   3,404 75.14 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

（平成18年３月31日現在） 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,552株（議決権1,552個）含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

（平成18年３月31日現在） 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 

普通株式4,530  

       

4,530        ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 4,530 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,530       ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

 (2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

(1) 利益配当の基本方針 

当社の業務の特性と致しまして有力な資産は人的資源とブランドエクイティーです。設備や事 

業に対しての大きな投資はありません。完全な Low Risk and Middle Return のビジネスモデル 

になっております。 

当社の株主の皆様に対する利益配分につきましては、一定の配当性向に基づき、安定的な配当 

を継続して実施することを経営の重要目標の一つとして位置付けております。 

  

(2) 当事業年度の配当決定 

このような方針に基づき、当期は１株当たりの中間配当金を25,000円とし、１株当たりの年間配 

当金を55,000円といたしました。この結果、当期の配当性向は、45.0％となりました。 

  なお、当期の中間配当についての取締役会決議は平成17年10月26日に行っております。 

  

(3) 内部留保資金の使途 

内部留保資金につきましては、経営体質の充実並びに将来の事業の拡大に役立ててまいる所存 

であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック証券

取引所におけるものであります。 

  

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 700,000 520,000 1,340,000 2,200,000 3,540,000 

最低(円) 369,000 390,000 494,000 1,240,000 1,550,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 2,070,000 2,380,000 3,510,000 3,540,000 3,460,000 3,110,000

最低(円) 1,920,000 2,030,000 2,180,000 2,860,000 2,640,000 2,710,000



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数
(株) 

取締役社長 代表取締役 三津川 一 成 昭和23年７月26日生

昭和46年４月 
昭和51年４月 

昭和59年４月 
平成５年６月 

平成８年６月 
平成９年10月 

平成10年12月 
平成12年６月 

平成16年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 
伊藤忠不動産株式会社出向 

当社 出向 
当社 取締役 

当社 常務取締役 
当社 常務取締役東京営業本部長 

当社 転籍 
当社 専務取締役東京営業本部長 

当社 代表取締役社長(現任) 

5

常務取締役 
東京本店長兼 
九州支店長兼 
広告企画部長 

近 藤 泰 之 昭和23年４月27日生

昭和46年４月 

平成９年10月 

平成10年11月 

平成11年６月 

平成11年10月 

平成12年１月 

平成14年６月 

平成17年１月 

伊藤忠商事株式会社入社 

同社 神戸支店長 

当社 出向 

当社 取締役 

当社 転籍 

当社 取締役大阪支店長 

当社 常務取締役大阪支店長 

当社 常務取締役東京本店長兼九

州支店長兼広告企画部長

(現任) 

3

常務取締役 
大阪支店長兼 
フランチャイズ
開発本部長 

井 上 隆 司 昭和24年10月12日生

昭和48年１月 

昭和59年12月 

平成５年５月 

平成８年６月 

平成12年10月 

平成17年１月 

株式会社住宅新報社入社 

当社 入社 

当社 業務監査室長 

当社 取締役 

当社 取締役大阪支店長代行 

当社 取締役大阪支店長兼フラン

チャイズ開発本部長(現任) 

3

取締役 
  

サポート本部長 
  

辻   正 雄 昭和24年３月15日生

昭和47年４月 

平成３年10月 

  

平成９年９月 

平成11年10月 

平成14年４月 

  

平成16年２月 

  

平成17年１月 

伊藤忠商事株式会社入社 

同社 海外建設部海外建設第4課

長 

当社 出向 

当社 転籍 

当社 経営戦略室長兼広告企画部

長 

当社 九州支店長兼経営戦略室長

兼広告企画部長 

当社 取締役サポート本部長(現

任) 

3

取締役 
  

総務経理部長 
  

大 久 保 弘 昭和22年３月31日生

昭和45年４月 

平成10年７月 

平成15年６月 

  

平成18年５月 

平成18年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 

PROMINENT出向(香港駐在) 

伊藤忠商事株式会社名古屋支社財

経総務部長 

同社 退社 

当社 取締役総務経理部長就任

(現任) 

―

取締役 

フランチャイズ
開発本部長代行
兼東京本社マー
ケッティング部
長兼九州支店マ
ーケッティング

部長 
  

守 屋 光 裕 昭和33年５月１日生

昭和58年４月 

昭和60年５月 

  

平成４年１月 

平成11年１月 

  

平成17年１月 

  

  

  

平成18年６月 

株式会社ダイア建設入社 

株式会社プロンドエム設立取締役

就任 

当社 入社 

当社 東京本社マーケッティング

部長 

当社 フランチャイズ開発本部長

代行兼東京本社マーケッテ

ィング部長兼九州支店マー

ケッティング部長(現任) 

当社 取締役就任(現任) 

3



  

(注) 1.監査役太田明彦氏、田中豊氏、木造信之氏、荒川勉氏は、社外監査役であります。 

    2.岡田賢二および日下茂の両氏は、社外取締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数
(株) 

取締役   岡 田 賢 二 昭和26年３月23日生

昭和49年４月 

平成16年４月 

平成16年６月 

平成17年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 

同社 建設・不動産部門長 

当社 取締役(現任) 

伊藤忠商事株式会社執行役員建

設・不動産部門長(現任) 

―

取締役   日 下   茂 昭和24年３月23日生

昭和46年４月 

平成11年10月 

  

平成16年５月 

  

平成17年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 

伊藤忠都市開発株式会社移籍大阪

支店長兼大阪住宅事業部長 

伊藤忠ハウジング株式会社代表取

締役専務(現任) 

当社 取締役(現任) 

―

監査役 常勤 太 田 明 彦 昭和20年７月12日生

昭和44年４月 

平成10年４月 

平成12年７月 

  

平成16年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 

同社 建設部門長補佐 

イトーピアエステリオ株式会社 

代表取締役社長 

当社 監査役(現任) 

1

監査役   田 中   豊 昭和25年12月25日生

昭和49年４月 

平成14年５月 

  

  

平成14年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 

同社 金融・不動産・保険・物流

カンパニー チーフ フィ

ナンシャル オフィサー

(現任) 

当社 監査役(現任) 

―

監査役   木 造 信 之 昭和28年４月24日生

昭和51年４月 

昭和58年10月 

平成18年４月 

  

  

平成18年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 

伊藤忠ハウジング株式会社出向 

伊藤忠商事株式会社金融・不動

産・保険・物流経営企画部

長(現任) 

当社 監査役就任(現任) 

―

監査役   荒 川   勉 昭和31年９月20日生

昭和54年４月 

昭和61年５月 

  

平成18年２月 

  

  

平成18年６月 

伊藤忠商事株式会社入社 

C.Itoh  Finance(Europe)PLC.( ロ

ンドン駐在) 

伊藤忠商事株式会社金融・不動

産・保険・物流経営管理部

長代行(現任) 

当社 監査役就任(現任) 

―

計 18 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は株主重視を基本とし、経営環境の変化に迅速に対応するために正確な経営情報の把握と、機動的な意

思決定を目指し、また同時に経営管理機能の充実も図っております。 

     その実現のために、ステークホルダーとの良好な関係を築くとともに、現在の株主総会、取締役会、監査役

会、会計監査人など、法律上の機能制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスを充実

させていきたいと考えております。 

 (2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

  ① 会社の機関の内容 

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、非常監査役３名の合計４名体制で構成されており経

営に関する監視機能を強化しております。取締役会は、取締役８名（代表取締役１名含む。）で構成されて

おり、重要案件が生じた時には臨時取締役会を都度開催し、迅速な経営判断が行える体制を整えてありま

す。 

② 会社の機関及び内部統制の仕組み 

  

 

  



③ 内部統制システムの整備の状況 

取締役会において経営に関する基本方針や重要な業務執行の決定を行うとともに監査役が各取締役の業

務執行状況を監督しております。監査役は、適切な提言・助言を行いつつ内部牽制機能を確保するよう心

掛けております。 

  また、コンプライアンス委員会（委員長：三津川社長）を設置し、特に個人情報保護法に対応すべく諸

施策を実施済であります。 

④ リスク管理体制の整備の状況 

  当社は、重要な法的課題及び経営判断に関するリスクについては、必要に応じて外部の顧問弁護士に相

談し、関係部門で検討を行っております。また、重要案件については取締役会で決定し、状況の確認を行

なっております。 

⑤ 役員報酬の内容 

社内取締役に対する報酬     55,500千円 

監査役に対する報酬          10,200千円 

   合 計          65,700千円 

（注）社外取締役に支払った報酬はありません。 

⑥ 監査報酬の内容 

   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬      8,700千円 

   上記以外の業務に基づく報酬                 300千円 

(3)内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は、監査役制度を採用しており、取締役会などの重要な会議に出席し意見を述べ、取締役の業務執行

状況の監督を行い、経営監視体制を整備しております。また、内部監査体制として監査部を設置し、当社の

業務監査を行い、問題点の指摘、改善策の提案などを実施しております。監査役は、会計監査人と監査業務

に関し適宜情報交換を行い、また監査部とも内部監査に関し適宜情報交換を行い、それぞれ緊密な連携を図

っております。 

(4)会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数、所属する監査法人名並びに監査業務

に係る補助者の構成については、以下のとおりであります。 

  

  (5)社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役及び社外監査役について該当事項はありません。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 継続監査年数 

佐 藤    勝 ５年 

山 﨑  フ ヂ 子 ５年 

監査業務に係る補助者の構成 人数 

会  計  士 ２名 

会 計 士 補 １名 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 及び

当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けて

おります。 

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,984,115 2,108,049  

２ 営業未収入金  332,939 427,888  

３ 未収入金  21,239 32,582  

４ 前払費用  5,879 6,188  

５ 繰延税金資産  60,108 82,440  

６ その他  11,473 13,365  

貸倒引当金  △38,594 △55,951  

流動資産合計  2,377,160 89.8 2,614,563 81.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物附属設備 72,798 89,266    

減価償却累計額 △29,432 43,366 △36,539 52,727  

(2) 車両運搬具 4,035 6,983    

減価償却累計額 △2,545 1,490 △3,612 3,371  

(3) 工具器具備品 114,154 123,831    

減価償却累計額 △93,508 20,645 △101,369 22,462  

有形固定資産合計  65,502 2.5 78,561 2.5

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウエア  63,802 46,034  

(2) 電話加入権  1,966 1,966  

無形固定資産合計  65,769 2.5 48,001 1.5

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  - 286,917  

(2) 長期貸付金  43,902 11,085  

(3) 固定化営業債権 ※１  85,594 61,331  

(4) 長期前払費用  307 123  

(5) 差入保証金  66,431 68,599  

(6) 繰延税金資産  70,665 103,089  

(7) その他  8,117 8,000  

貸倒引当金  △136,446 △74,410  

投資その他の資産合計  138,570 5.2 464,735 14.4

固定資産合計  269,842 10.2 591,297 18.4

資産合計  2,647,003 100.0 3,205,861 100.0

      

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      



Ⅰ 流動負債     

１ 営業未払金  110,449 123,755  

２ 未払金  59,265 79,395  

３ 未払費用  27,600 32,120  

４ 未払法人税等  210,093 312,732  

５ 未払消費税等  20,863 22,806  

６ 前受金  6,234 7,336  

７ 預り金  135,403 134,087  

８ 賞与引当金  55,000 60,000  

流動負債合計  624,909 23.6 772,233 24.1

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金  39,713 47,677  

２ 役員退職慰労引当金  57,591 70,244  

３ リフォーム保障引当金  - 69,811  

固定負債合計  97,304 3.7 187,732 5.8

負債合計  722,213 27.3 959,965 29.9

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  517,750 19.6 517,750 16.2

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  168,570 168,570  

   資本剰余金合計  168,570 6.4 168,570 5.3

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  30,724 30,724  

 ２ 当期未処分利益  1,207,745 1,532,167  

利益剰余金合計  1,238,469 46.7 1,562,892 48.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  - - △3,317 △0.1

資本合計  1,924,789 72.7 2,245,895 70.1

負債資本合計  2,647,003 100.0 3,205,861 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益    

１ サービスフィー収入 2,074,790 2,300,890   

２ 加盟金収入 239,895 243,940   

３ その他 137,406 2,452,091 100.0 200,475 2,745,306 100.0

Ⅱ 営業原価  657,036 26.8 758,278 27.6

営業総利益  1,795,055 73.2 1,987,028 72.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,055,999 43.1 1,131,450 41.2

営業利益  739,055 30.1 855,577 31.2

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 4,797 6,992   

２ 受取配当金 38,968 57,118   

３ 研修教材販売収入 19,105 21,440   

４ 事務手数料収入 3,489 3,790   

５ 為替差益 155 -   

６ その他 398 66,915 2.8 2,370 91,713 3.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 310 260   

２ 為替差損 - 177   

３ その他 0 310 0.0 0 438 0.0

経常利益  805,660 32.9 946,852 34.5

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入益  - - 44,678 1.6

税引前当期純利益  805,660 32.9 991,531 36.1

法人税、住民税 
及び事業税 

342,700 465,000   

法人税等調整額 △278 342,422 14.0 △52,451 412,549 15.0

当期純利益  463,238 18.9 578,982 21.1

前期繰越利益  826,046 1,066,435 

中間配当額  81,540 113,250 

当期未処分利益  1,207,745 1,532,167 

     



営業原価明細書 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

サービスフィー原価   231,575 35.2 254,554 33.6

広告拠出金   207,480 31.6 230,089 30.3

人件費   83,409 12.7 79,669 10.5

その他   134,571 20.5 193,965 25.6

営業原価   657,036 100.0 758,278 100.0

     



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   805,660 991,531 

２ 減価償却費   45,267 45,476 

３ 賞与引当金の増加額・減少額（△）   - 5,000 

４ 退職給付引当金の増加額・減少額（△）   3,932 7,964 

５ 役員退職慰労引当金の増加額・減少額（△）   △3,035 12,652 

６ リフォーム保障引当金の増加額・減少額

（△） 
  - 69,811 

７ 貸倒引当金の増加額・減少額（△）   △9,533 △44,678 

８ 受取利息及び受取配当金   △43,766 △64,111 

９  支払利息   310 260 

10 有形固定資産除却損   2,911 110 

11 営業債権の増加額（△）・減少額   1,944 △82,029 

12 前払費用の増加額（△）・減少額   68 △309 

13 その他流動資産の増加額（△）・減少額   △3,281 △42 

14 営業債務の増加額・減少額（△）   4,899 13,305 

15 未払金の増加額・減少額（△）   4,811 20,130 

16 未払費用の増加額・減少額（△）   12,124 4,520 

17 未払消費税等の増加額・減少額（△）   △759 1,942 

18 その他流動負債の増加額・減少額（△）   55,253 1,786 

19 役員賞与の支払額   △19,000 △19,000 

小計   857,807 964,319 

20 利息及び配当金の受取額   43,766 64,111 

21 利息の支払額   △310 △260 

22 法人税等の支払額   △327,662 △364,361 

営業活動によるキャッシュ・フロー   573,601 663,809 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有形固定資産の取得による支出   △36,361 △29,313 

２ 無形固定資産の取得による支出   △21,388 △11,380 

３ 投資有価証券の取得による支出   - △292,422 

４ 貸付による支出   △28,355 △9,000 

５ 貸付金の回収による収入   8,532 39,967 

６ 長期前払費用の取得による支出   △195 - 

７ 差入保証金の回収による収入   295 - 

８ 差入保証金の支出   - △2,168 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △77,473 △304,316 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 配当金の支払額   △172,140 △235,560 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △172,140 △235,560 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   323,987 123,933 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,660,128 1,984,115 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   1,984,115 2,108,049 

    



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成17年６月22日) 
当事業年度 

(平成18年６月22日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     1,207,745   1,532,167 

Ⅱ 利益処分額           

１ 配当金   122,310   135,900   

２ 役員賞与金   19,000   25,000   

(うち監査役賞与金)   (1,000) 141,310 (1,000) 160,900 

Ⅲ 次期繰越利益     1,066,435   1,371,267 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

   

―――――――――――――― 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格に基づく

時価法 

   （評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  建物附属設備     ３～18年 

  工具器具備品     ２～20年 

(1) 有形固定資産 

  同左 

  (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用)について

は、社内における見込利用可能期間

(５年)による定額法によっておりま

す。 

(3) 長期前払費用 

  均等償却によっております。 

  なお、償却期間については、法人 

 税法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

(2) 無形固定資産 

  同左 

  

  

  

(3) 長期前払費用 

  同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支払に備え

るため、支給見込額のうち当期負担

額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における自己都合要支給額の

100％を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

  同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額の100％相当額を引当

計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

追加情報 

  

  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

     

―――――――――――――― 

(5) リフォーム保障引当金 

  賃貸人の退去リフォーム保障の費

用に備えるため、退去リフォーム保

障規程に基づく期末要支給額の

100％相当額を引当計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

  同左 

５ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。 

  同左 

６ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 

 消費税等の処理方法
 消費税等は、税抜方式により処理し
ております。 

消費税等の処理方法 
  同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

 ―――――――――――――――――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しております。 

これによる当事業年度の損益に与える影響はありませ

ん。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 



  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(損益計算書関係) 

 ――――――――――――――――――――――― 

  

  

  

  

 賃貸物件向け総合保障サービスの会計処理 

  当事業年度に従来センチュリー共済会が行ってきた

入居時の費用軽減と退去時のリフォーム費用保障軽減

のサービスにつき、当社の賃貸物件向け総合保障サー

ビスに移管させることとしました。 

  これによる当事業年度の損益に与える影響は僅少で

あります。 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が8,000千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

8,000千円減少しております。 

  

  

――――――――――――――――――――――― 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権であり

ます。 

※１ 財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権であり

ます。 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 10,000株

発行済株式総数 普通株式 4,530株

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 10,000株

発行済株式総数 普通株式 4,530株

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

(千円)

給与 207,777

役員報酬 62,010

賞与引当金繰入額 55,000

退職給付引当金繰入額 6,482

役員退職慰労引当金繰入額 13,068

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

(千円)

給与 207,361 

役員報酬 65,700 

賞与引当金繰入額 60,000 

退職給付引当金繰入額 28,839 

役員退職慰労引当金繰入額 12,652 



  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(リース取引関係) 

  

賃借料 110,973

減価償却費 45,267

業務委託費 126,575

人材派遣費 59,037

会議費 69,640

   

賃借料 109,712 

減価償却費 45,476 

業務委託費 128,120 

人材派遣費 65,552 

会議費 78,363 

  

  

販売費に属する費用のおおよその割合 70％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 30％

  

販売費に属する費用のおおよその割合 73％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 27％

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,984,115千円

現金及び現金同等物 1,984,115千円

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,108,049千円

現金及び現金同等物 2,108,049千円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備品 11,902 7,187 4,714

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備品 11,902 9,421 2,481

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,324千円

１年超 2,696 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,420千円

１年超 275 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    １．その他有価証券で時価のあるもの 

     

２．時価評価されていない有価証券 

合計 5,020 合計 2,696 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 3,318千円

減価償却費相当額 2,233千円

支払利息相当額 350千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 3,248千円

減価償却費相当額 2,233千円

支払利息相当額 192千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 

区分 

  

取得原価 

（千円） 

決算日における     貸

借対照表計上額 

（千円） 

  

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

株式 

  

  

283,422 

  

  

277,800 

  

  

△5,622 

区分 貸借対照表計上額（千円） 



  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

  

  

  

(税効果会計関係) 

  

その他有価証券 

非上場株式 

  

9,117 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を

設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を

設けております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 (注) 当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法

を採用しております。 

  退職給付引当金 39,713千円

２ 退職給付債務及びその内訳 

 (注) 当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法

を採用しております。 

  退職給付引当金 47,677千円

３ 退職給付費用の内訳 

  勤務費用 6,482千円

３ 退職給付費用の内訳 

  勤務費用 28,839千円

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

  

貸倒引当金損金算入限度超過額 68,917千円

賞与引当金損金算入限度超過額 22,000 

退職給付引当金損金算入限度超過額 15,777 

役員退職慰労引当金否認額 23,613 

未払事業税否認額 13,752 

会員権評価損否認額 15,451 

営業未払金否認額 3,600 

未払金否認額 10,166 

未払費用否認額 10,590 

ソフトウエア臨時償却否認額 4,073 

繰延税金資産の小計 187,939 

評価性引当額 △57,166 

繰延税金資産の純額 130,773千円

  

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 50,599千円

賞与引当金損金算入限度超過額 24,600 

退職給付引当金損金算入限度超過額 19,548 

役員退職慰労引当金否認額 28,800 

リフォーム保障引当金否認額 28,623 

未払事業税否認額 23,784 

会員権評価損否認額 15,451 

営業未払金否認額 4,510 

未払金否認額 15,124 

未払費用否認額 12,390 

ソフトウエア臨時償却否認額 2,037 

電話加入権損金算入限度超過額 3,280 

その他有価証券評価差額金 2,305 

繰延税金資産の小計 231,051 

評価性引当額 △45,521 

繰延税金資産の純額 185,529千円

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率                            41.0% 

  （調整） 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率                            41.0% 

  （調整） 



  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

   交際費等永久に損金に算入されない項目   1.3% 

   評価性引当額の増減                   △0.2% 

   その他                                 0.4% 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率      42.5% 

  

   交際費等永久に損金に算入されない項目   1.3% 

   評価性引当額の増減                   △1.1% 

   その他                                 0.4% 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率      41.6% 

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

    関連当事者との間の取引に重要なものがないので記載を省略しております。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

関連当事者との間の取引に重要なものがないので記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、転換社債等潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

1株当たり純資産額 420,704円10銭 490,263円83銭 

  
1株当たり当期純利益 

  
98,065円82銭 122,291円98銭 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(千円) 463,238 578,982 

普通株主に帰属しない金額(千円) 19,000 25,000 

 (うち利益処分による役員賞与金) (19,000) (25,000)

普通株式に係る当期純利益(千円) 444,238 553,982 

期中平均株式数(株) 4,530 4,530 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【有形固定資産等明細表】 

(注) 当期増加の主なものは次の通りであります。 

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 

アドバンス・レジデンス投資法人 600 277,800 

ADインベストメント・マネジメント

㈱ 

180 9,000 

BLUEWELL  REINSURANCE  COMPANY 

(BERMUDA)LTD. 

  

1 

  

116 

東京都市開発㈱ 600 0 

計 1,381 286,917 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

 建物附属設備 72,798 16,468 - 89,266 36,539 7,107 52,727 

 車両運搬具 4,035 2,948 - 6,983 3,612 1,066 3,371 

 工具器具備品 114,154 9,897 220 123,831 101,369 7,970 22,462 

有形固定資産計 190,988 29,313 220 220,082 141,521 16,144 78,561 

無形固定資産               

 ソフトウェア 152,539 11,380 22,385 141,534 95,499 29,148 46,034 

 電話加入権 1,966 - - 1,966 - - 1,966 

無形固定資産計 154,505 11,380 22,385 143,500 95,499 29,148 48,001 

長期前払費用 919 - 724 195 71 183 123 

建物附属設備 九州支店内装設備    13,056千円

  〃 名古屋支店内装設備    3,412千円

車両運搬具 社用車購入 2,948千円

工具器具備品 電話設備購入 2,924千円

  〃 パソコン購入 2,291千円

ソフトウエア Ｅラーニングソフト開発 7,775千円



【資本金等明細表】 

  

  

【引当金明細表】 

  

(注)1.貸倒引当金の当期減少額のその他欄44,678千円は、洗替による戻入額であります。 

  2.リフォーム保障引当金の当期増加額69,811千円は、当事業年度に従来センチュリー共済会が行ってきた入居 

   時の費用軽減と退去時のリフォーム費用保障軽減のサービスにつき、当社の賃貸物件向け総合保障サービス 

   に移管したことに伴うものです。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 517,750 - - 517,750 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (4,530) (-) (-) (4,530)

普通株式 (千円) 517,750 - - 517,750 

計 (株) (4,530) (-) (-) (4,530)

計 (千円) 517,750 - - 517,750 

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

資本準備金 (千円)         

 株式払込剰余金 (千円) 168,750 - - 168,750 

計 (千円) 168,750 - - 168,750 

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 30,724 - - 30,724 

計 (千円) 30,724 - - 30,724 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 175,041 - - 44,678 130,362 

賞与引当金 55,000 60,000 55,000 - 60,000 

役員退職慰労引当金 57,591 12,652 - - 70,244 

リフォーム保障引当金 - 69,811 - - 69,811 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 営業未収入金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

  

  

区分 金額(千円) 

現金 2,336 

預金の種類   

当座預金 1,583,142 

普通預金 521,711 

別段預金 858 

計 2,105,712 

合計 2,108,049 

相手先 金額(千円) 

オンライン不動産株式会社 27,390 

株式会社オープンハウス 12,646 

株式会社ハウジングプラザ住宅販売 9,194 

共進不動産株式会社 6,684 

高住リビング株式会社 6,181 

その他 365,790 

合計 427,888 

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

332,939 2,738,052 2,643,103 427,888 86.1 50.71 



ｂ 負債の部 

イ 営業未払金 

  

  

ロ 未払法人税等 

  

  

ハ 預り金 

  

  

 (3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円) 

センチュリー21国際本部 69,341 

センチュリー21・ジャパン広告基金 31,356 

加盟手数料 9,403 

クラブセンチュリオン支払手数料 11,000 

スーパー賃貸支払手数料 2,654 

合計 123,755 

相手先 金額(千円) 

未払法人税・住民税 254,721 

未払事業税 58,010 

合計 312,732 

相手先 金額(千円) 

クラブセンチュリオン 116,939 

広告基金 6,863 

3月分源泉所得税 4,150 

3月分住民税 2,369 

その他 3,764 

合計 134,087 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当社は端株制度の適用を受けておりますので、端株原簿を作成しております。 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券  10株券  100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 ――― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所  住友信託銀行株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所  住友信託銀行株式会社 全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である伊藤忠商事株式会社は、継続開示会社であり東京証券取引所市場第一部に 

上場しております。 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第22期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月22日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

  事業年度 第23期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年11月30日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月22日

株式会社センチュリー21・ジャパン 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社センチュリー21・ジャパンの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社センチュリー21・ジャパンの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  浅  井     満  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  山  﨑  フ ヂ 子  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  佐  藤     勝  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月22日

株式会社センチュリー21・ジャパン 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社センチュリー21・ジャパンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社センチュリー21・ジャパンの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  佐  藤     勝  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  山  﨑  フ ヂ 子  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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